
 

別記様式１－１（共通） 

しまね海外展開支援助成金 事業計画書(共通) 

１．申請企業概要 

名 称 株式会社○○○○ 

代 表 者 職 氏 名 代表取締役 ○○ ○○ 

所 在 地 

○○県○○市○○町○番地 
 
（※島根県内に主たる事務所又は事業所がない場合において、助成事

業で対象とする自社製品等の生産拠点： 

                           ） 

創 業 ・ 設 立 年 １９ⅩＸ年   資 本 金 ・ 出 資 金 〇〇〇〇万円  

主 た る 業 種 〇〇業 

事 業 内 容 （例）・日本酒の製造・販売 

従 業 員 数 〇〇 人   年 商 〇〇〇百万円  

２．申請対象事業（しまね海外展開支援助成金交付要綱別表１参照） 

※該当するもの 1つに○をつけてください。 

 現地市場調査等（個別型）  現地市場調査等（連携型）  海外進出計画策定 

〇 海外販路開拓  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材確保育成   海外拠点ﾛｰｶﾙ人材育成 

３．申請助成事業名（申請する助成事業の名称を記載） 

  （例）日本酒の ASEANでの販路開拓 

 

４．助成事業に要する経費、助成対象経費及び助成金交付申請額 

（１）助成事業に要する経費 金 １，７０８，０００ 円  ←消費税等対象外経費を含みます。 

（２）助 成 対 象 経 費    金 １，２３８，０００ 円  ←消費税等対象外経費を除きます。 

（３）助成金の交付申請額   金    ６１９，０００  円 ←助成対象経費×１/２以内（千円未満切り捨

て） 

５．経費内訳 経費内訳書（様式別記様式２）のとおり  
 

６．資金計画                                 （単位：円） 

   区  分                  金   額 備   考 

自己資金 ８８９，０００  

本助成金 ６１９，０００  

その他助成金 ２００, ０００ 〇〇市 XX 助成金 

その他 ０  

合   計 １，７０８，０００  

 ※本助成金以外に他の助成金等の交付を予定する場合は、「その他助成金」欄にその金額と備考欄に補助
金等の名称を記載してください。また当該助成金等を所管する団体に対して、財団より必要な情報提供
の依頼を行う場合があります。 

６．事業実施予定期間 
 
  ２０２１年〇月〇日から ２０２２年〇月〇日 まで 

別記様式２から転記ください。 

他の補助金の助成の交付を予定している場合 

※同じ経費について他の助成金から重複して

助成を受けることはできません。 

 

事業期間は 1 年以内 

全申請者、ご提出下さい 

 



 

 
７．自社の取組の現状と今後の海外展開構想 （海外展開全体の構想） 

自社事業の現状 

 

（主な取引先・海外
展開を行う自社製品
等の特徴・経営課題

等） 

（国内取引及び海外取引について、現状と課題を記載ください。） 

海外展開の 

目的・理由 

 

 

対象とする国・地域 

 

（国・地域名） 

 

海外展開の概要 

 

販売/提供する製品・サービス 

対象国の可能性 

展開方法 

など 

（国・エリア毎に記載ください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   実施体制  

市場見込み 

・競合の状況  

３年後の達成目標 

 

 

 

海外展開に関する 

現時点での課題  

 

  

できるだけ具体的
．．．

に記載

ください。 



 

別記様式１－２（現地市場調査等支援事業） 

 

事業計画書（現地市場調査等支援事業）（個別型） 

 

１．実施事業名 

 

  （例）〇〇国における販売会社設立にむけた市場調査事業 

２．本事業の内容・スケジュール 

  （※調査項目、調査の進め方、調査事業実施スケジュール等を具体的に記載すること。） 

市場調査の 

目的と目標 
 

対象国・地域  

 実施時期 実    施    内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．海外展開実施の時期（想定） 

２０ＸＸ年 ○月ごろ 

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に記載

した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施する内容

等のみを記載してください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に該当する様式を 

ご提出ください。 

 



 

 

別記様式１－２（現地市場調査等支援事業） 

 

事業計画書（現地市場調査等支援事業）（連携型） 

 

 

１．実施事業名 

（例）〇〇国における製造子会社設立にむけた市場調査事業 

 

２．本事業の内容・スケジュール 

  （※調査項目、調査の進め方、調査事業実施スケジュール等を具体的に記載すること。） 

市場調査の 

目的と目標 
 

対象国・地域  

 実施時期 実    施    内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．海外展開実施の時期（想定） 

２０ＸＸ年 ○月ごろ 

 

３．海外展開グループ各社の役割分担 

   

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に記載

した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施する内容

等のみを記載してください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に対応する様式を 

ご提出ください。 

 



 

 

 別記様式１－３（海外進出計画策定事業） 

 

事業計画書（海外進出計画策定事業） 

１．実施事業名 

 

 

２．海外進出計画 

海外 

進出 

形態 

出資比率        ％ 

合弁の 

相手方 

 

 

海外進出目的 

 

進出予定国・地域 
 

進出後の事業内容 

 

海外進出 

スケジュール(仮) 

     年      年      年 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 

記入例） 現地調査･計画策

定 

工場設立 人材・インフラ整備 操業スタート  

 

 

 

     

 

２．本事業の内容・スケジュール 

  （※調査項目、調査の進め方、調査事業実施スケジュール等を具体的に記載すること。） 

実施時期 実    施    内    容 

 

 

 

 

 

 

 

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に記載

した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施する内容

等のみを記載してください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に該当する様式を 

ご提出ください。 

 



 

３．投資計画 

投資計画 投資内容 設備投資額 

使
途 

設備投資 
 

 百万円 

人件費 
 

 百万円 

その他 
 

 百万円 

合計  百万円 

資金調達方法 

☐①自己資金のみ             

☐②金融機関からの借入れのみ 

☐③自己資金と金融機関からの借入れ  

☐④その他 

（                            ） 

 

４．売上利益計画 

売上利益等計画 現状 5 年後- 算出の根拠 

海
外 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 

(うち日本人数) 

    人(   人)     人(   人) 

国
内 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 

(うち日本人数) 

    人(   人)     人(   人) 

全
社 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 

(うち日本人数) 

    人(   人）     人(   人) 

県内生産拠点及び県内雇

用への波及効果 

 

 

 

 

 

 

  



 

 別記様式１－４（海外販路開拓事業） 

 

事業計画書（海外販路開拓事業） 

１．実施事業名 

 （例）日本酒の ASEANでの販路開拓 

 

２．実施テーマ ※該当するものに〇をつけてください（複数可） 

○ ⑴ 商談会・展示会等への参加 

○ ⑵ 販売促進活動 

 ⑶ 輸出向け商品の開発 

 ⑷ その他目的達成に必要と認められる取組み 

 

３．実施内容・スケジュール 

 

※実施する取組毎に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

（例）英語版商品ラベル並びにチラシの作成（○○○○年○月～○月） 

 ・・・・・  

 

 

（例）英語版ホームページの開設（○○○○年○月～○月） 

 ・・・・・ 

 

 

 

（例）タイでの、〇〇展に出展（○○○○年○月○日～○月○日） 

 ・・・・・ 

 

  

 

（例）タイ取引候補先との商談（○○○○年○月○日～○月○日） 

 ・・・・・・ 

 

 

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に記載

した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施する内容

等のみを記載してください。 

実施する取り組みごとに、①スケジュール、②取組み内容（出展展示会名称及び内容、商談先などを含め）で

きるだけ、具体的に記載ください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に該当する様式を 

ご提出ください。 

 



 

４． 連携機関・企業 ※連携企業・機関がある場合は記載ください。 

 

 

 

 

５．売上実績及び成果目標 

⑴ 売上実績  

項   目 

前々期 

（2019年 4月 

～2020年 3月） 

前期 

（2020年 4月     

～2021年 3月） 

今期見込み 

（2021年 4月     

～2022年 3月） 

全体売上高 50,000 千円 49,500 千円 50,000 千円 

うち海外売上高 0 千円 0 千円 1,000 千円 

 

タイ   1,000 千円 

（      ）    

（      ）    

（      ）    

※海外売上高の内訳として、売上上位３ヵ国の売上高を記載 

 

⑵ 売上目標                                （単位：千円） 

項   目 

来期目標 

（2022年 4月     

～2023年 3月） 

２年後目標 

（2023年 4月     

～2024年 3月） 

３年後目標 

（2024年 4月     

～2025年 3月） 

全体売上高 52,000 53,000 55,000 

海外売上高 ※ 2,000 3,000 5,000 

 

タイ 1,500 2,000 3,000 

ベトナム 500 1,000 1,500 

マレーシア   500 

  ※海外売上高の内訳として、売上上位３ヵ国の売上高を記載 

 

(3)事業内容、スケジュール等の目標（売上高以外の目標について具体的に記載） 

 

（例） 

○○○○年○月までに取引先の確保 ３社 

 

 

 

 

他企業との連携や他支援機関からの支援を受ける場合は、企業（機関）名および連携（支援）の内容を記載く

ださい。 

単位は、現状に合わせ任意のものを記入くださ

い。 

単位は「千円」です。 



 

別記様式１－５（グローバル人材確保育成事業） 

 

事業計画書（グローバル人材確保育成事業） 

 

１． 実施事業名 

 

 

２． グローバル人材の概要 

⑴ 国籍 

 

⑵ 採用年月日 

 

⑶ 職種 

 

⑷ 仕事内容 

 

⑸ グローバル人材を確保育成することが必要な理由 

※なぜグローバル人材が必要か具体的な理由を記載すること。 

 

 

 

２．本事業の内容・スケジュール 

  実施時期 実    施    内    容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に

記載した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施

する内容等のみを記載してください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に該当する様式を

ご提出ください。 

ご提出ください。 

 



 

３．見込まれる効果 

※どのような成果が得ることができるか具体的に記載すること。 

 

 

４．売上利益目標                       （単位：千円） 

項   目 
来期目標 

（   ～   ） 

２年後目標 

（   ～   ） 

３年後目標 

（   ～   ） 

全体売上高    

海外売上高 ※    

 

（ 国・地域 ）    

（      ）    

（      ）    

（      ）    

目標営業利益    

※海外売上高の内訳として、売上上位３ヵ国の売上高を記載 

 

  



 

別記様式１－６（海外拠点ローカル人材育成事業） 

 

事業計画書（海外拠点ローカル人材育成事業） 

１．実施事業名 

 （例） 〇〇国○○工場 △△責任者研修 

 

２．事業計画  

 

  

⑴ 事業の内容 

※どの人材に対し、どこで、どのような技術を習得させるのか、具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 研修の実施体制 

 

 

 

 

 

 

(3) 研修計画 

研修スケジュールを記入してください。 

 

 

 

 

 

 

⑷  県内生産拠点及び 

県内雇用への波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

本様式には、「事業計画書（共通）」（別記様式１－１）に

記載した海外展開構想のうち、助成金を使って事業実施

する内容等のみを記載してください。 

申請する「対象事業」（交付要綱別表１）に該当する様式を 

ご提出ください。 

 



 

２．売上利益計画 

売上利益等計画 現状 5年後 算出の根拠 

海
外 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 
(うち日本人数) 

    人
(   人) 

    人
(   人) 

国
内 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 
(うち日本人数) 

    人
(   人) 

    人
(   人) 

全
社 

売上高 百万円 百万円  

目標営業利益 百万円 百万円 

従業員数 
(うち日本人数) 

    人
(   人） 

    人
(   人) 

 

 

 


